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第一節　はじめに

　高度成長期以降，経済はサービス化 ・情報化の傾向が強まっ ている。経済のサービス

化とは通常第三次産業の比重が高まることであると言われ，その傾向は雇用構造，生産

構造や需要構造にみられる。雇用構造のサービス化とは第三次産業の就業者数が増加す

ることを表わす。また，職種面でも販売，営業，事務等のサーヒス職種に就く比率が高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
まっ ており ，直接生産に従事する職種の人数は減少する傾向にある。生産構造のサービ

ス化とは産業問で中間取引がなされる際に中問投入物としてサービス投入が増えている

ことをさす。この傾向はサービス産業のサービス投入の増大として表われているだけで

なく物財産業においてもみられる。生産構造のサービス化は「経済のソフト化」とも言

　　２）
われる。需要構造でのサービス化とは中問需要，最終需要，総需要に占めるサービス需

要の比率の高まりを表わす。サービス部門の最終需要は大半が消費支出であることから ，

消費支出が増えるとサービス部門の生産が誘発される割合が高まることが分かる。これ

は消費のサービス化を表わしている。また，近年ではサービス部門の最終需要が物財部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
門の生産も誘発する割合が高まっていると考えられる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０６）



　　　　　　　　　　　経済のサービス化の要因分析（五十嵐）　　　　　　　　　１２１

　長沢（１９９０）はサービス部門に対する最終需要がサービス部門の生産のみならず，物

財部門の生産に与える影響も増大している傾向にあるということをみるために１９７５年 ，

８０年，８５年の物財部門，サービス部門の生産が両部門に対する最終需要にどれほど依存

しているのかを各業種ごとに計測している。しかし，長沢（１９９０）では物財部門，サ ー

ビス部門に対する最終需要を項目別にみていないため，両部門の生産が消費需要に依存

しているのか，あるいは投資需要に依存しているのか等が明確にされていない。本論文

では各産業の生産がどの最終需要に誘発されているのかを明らかにし，近年の経済のサ

ーヒス化の進展が需要構造に与えている影響について検討する。上述したような消費の

サービス化について詳しく分析するためには各項目ごとの最終需要の動きをみることが

必要であるので我々の分析では最終需要を消費需要，投資需要，輸出需要に分ける 。ま

た， 扱うデータは１９７５－８５年の接続産業連関表に加えて１９８９年の延長表を用いる 。

　第二節では長沢（１９９０）と我々のモデルを比較しながら訓則方法について述べる。第

三節は計測結呆について述べ，第四節では本論文のまとめと今後の課題について述べる 。

第二節 サービス部門と物財部門の相互運関性の計測

１． 生産の需要別依存度の計測

　長沢（１９９０）と我々の分析は共に宮沢（１９６３）の物的生産とサービス活動についての産

　　　　　　　　　　４）
業連関構造の分析に従う 。まず，分析の基本となるモデルを説明する 。

　　Ｘ＝ＤＸ＋Ｆ

　　　　　　Ｘ…… 生産額ベクトル

　　　　　　Ｄ……投入係数行列

　　　　　　Ｆ……最終需要ベクトル

　その際，産業連関表の投入係数行列Ｄを物財部門とサービス部門に分けると ，

　　　　Ｂ１Ｑ １
　　Ｄ＝
　　　　Ｒ１Ｔ１

　　　　　　　　　　Ｂ１……物財部門における物的投入係数

　　　　　　　　　　Ｒ１…… 物財部門におけるサービス投入係数

　　　　　　　　　　Ｑ１　サーヒス部門における物的投入係数

　　　　　　　　　　丁１…… サービス部門におけるサービス投入係数

（９０７）
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　と表すことができる 。

　このとき ，Ｘ＝ＤＸ＋Ｆは ，

　　　Ｘｐ　　　Ｂ１Ｑ１　　Ｘｐ　　　Ｆｐ
　　　　 ＝　　　　　　　　　十
　　　Ｘｓ　　　Ｒ１Ｔ１　　Ｘｓ　　　Ｆｓ

　と表すことができる 。

　　これらの式から（トＤ）の逆行列係数が求まる 。

　　　　　　Ｂ　Ｑ
　（卜Ｄ）一１：　　　　　　　　Ｉは単位行列
　　　　　　Ｒ　Ｔ

　ここで，物財部門とサービス部門の生産額ベクトルは以下のように示される 。

　　Ｘ．　　Ｂ
　ｌ　

Ｑ　Ｆ．

　　Ｘｓ　　Ｒ
　ｌ　

Ｔ　Ｆｓ

　この式より ，Ｘｐ， Ｘｓ について ，

　　　ＸＰ＝Ｂ ・ＦＰ＋Ｑ ・Ｆｓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……　（１）

　　　Ｘｓ＝Ｒ ・Ｆｐ＋Ｔ ・Ｆｓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・・・…　（２）

　ここで ，

　Ｘｐ…… 物財部門の生産額ベクトル

　Ｘｓ…… サービス部門の生産額ベクトル

　Ｆピ…・・ 物財部門に対する最終需要ベクトル

　Ｆ ｓ…… サービス部門に対する最終需要ベクトル

　Ｂ……物財部門内部における内部波及効果と物財生産が誘発するサービス部門の生

　　　　産活動を介した波及効果の和

　丁……サービス部門内部における内部波及効呆とサービス生産が誘発する物財部門の

　　　　生産活動を介した波及効果の和

　Ｑ……サービス部門による波及効果

　Ｒ……物財部門による波及効果

　（１）より ，Ｘ。は，Ｆｐによる波及効果とＦｓによる波及効果の和で表わされる 。

サービス部門についても同様で，（２）のＸ、は，Ｆｐによる波及効果とＦ、による波及効

果の和で表わされる 。

　長沢（１９９０）では宮沢（１９６３）の方法に従い，次の式から１９７０－８５年の物財部門，サ ー

ビス部門の生産の両部門に対する最終需要への依存度をみている 。

（９０８）
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　ｂ ｉｊ

Ｆｐｊ ＋　ｑ ｉ１

Ｆ，１

１＝上± 一一二旦
一一一　　　　　ＸＨ

　　　 ｒｉｊＦｐｊ ＋　ｔ ｉ１Ｆ，１

１＝」三Ｌ一一一とＬ
一　　　　　Ｘ ．ｉ

ｂｉｊ Ｆｐｊ

Ｘｐｉ

ｑｉ．
Ｆ。。

・第ｉ物財部門の生産が第ｊ物財部門への最終需要に依存する割合

ＸＰｉ

ｒｉｊ
Ｆｐｊ

・第ｉ物財部門の生産が第１サービス部門への最終需要に依存する割合

Ｘ．ｉ

ｔｉ．Ｆ。。

・第ｉサービス部門の生産が第ｊ物財部門への最終需要に依存する割合

Ｘ．ｉ
・第ｉサービス部門の生産が第１サービス部門への最終需要に依存する割合

長沢（１９９０）の計測と我々の計測との違いは，次の点にある 。長沢（１９９０）では最終需要

を物財需要，サービス需要とわけているだけで需要項目別にはわけられていない。我々

のモデルでは最終需要を項目別に分割し，消費需要，投資需要，（純）輸出需要の３つ

に分けた。さらに，扱うデータは１９７５－８５年の接続産業連関表に加えて，１９８９年の産業

連関表の延長表を用いた 。

　物財需要，サービス需要を項目別に分ける 。

　Ｆｐ＝ＦｐＣ＋ＦｐＩ＋ＦｐＥ，Ｆｓ＝ＦｓＣ＋ＦｓＩ＋ＦｓＥ

　　　ただし ，

　　　　　Ｆ．Ｃ…… 物財部門への最終需要の内，消費需要ベクトル

　　　　　ＦｐＩ…… 物財部門への最終需要の内，投資需要ベクトル

　　　　　ＦｐＥ……物財部門への最終需要の内，輸出需要ベクトル

　　　　　Ｆ．Ｃ……サービス部門への最終需要の内，消費需要ベクトル

　　　　　ＦｓＩ…… サービス部門への最終需要の内，投資需要ベクトル

　　　　　ＦｓＥ……サービス部門への最終需要の内，輸出需要ベクトル

　これにより（１）式を書き直すと ，

　　Ｘｐ＝Ｂ（ＦｐＣ＋ＦｐＩ＋ＦｐＥ）十Ｑ（ＦｓＣ＋ＦｓＩ＋ＦｓＥ）　　　　　　　　　　　　……（３）

　物財部門の生産の物財部門，サービス部門に対する項目別最終需要への依存度は

（４）式で表わされる 。

（９０９）
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　　　ｂ ｉｊ

（ＦｐＣｊ＋ＦｐＩｊ＋ＦｐＥｊ）十　ｑ ｉ１ （Ｆ，Ｃ１＋Ｆ
，Ｉ１＋Ｆ，Ｅ

１）

１＝
．１１

　　　　　　　
１＝１

　　　　　　　　　　　　　　（４）
　　　　　　　　　　　　Ｘｐｉ

サービス部門についても同様にして依存度を求めることができる 。

　Ｘｓ＝Ｒ（ＦｐＣ＋ＦｐＩ＋ＦｐＥ）十丁（ＦｓＣ＋ＦｓＩ＋ＦｓＥ）　　　　　　　　　　　　　　　（５）

　　　 ｒｉｊ （ＦｐＣｊ＋ＦｐＩｊ＋ＦｐＥｊ）十　ｔ ｉ１ （ＦｓＣ１＋Ｆ
，Ｉ１＋Ｆ，Ｅ

１）

１＝
．＝１

　　　　　　　
１＝１

　　　　　　　　　　　　　　（６）
　　　　　　　　　　　　Ｘ．ｉ
ｂｉｊＦｐＣｊ

　　　　　 ・第ｉ物財部門の生産が第ｊ物財部門への最終需要の内，消費需要に依存
　Ｘｐｉ

　　　　　　する割合
ｑｉ．Ｆ，Ｃ。

　　　　　 ・第ｉ物財部門の生産が第１サービス部門への最終需要の内，消費需要に
　ＸＰｉ

　　　　　　依存する割合
ｒｉｊＦ．Ｃｊ

　　　　　 ・第ｉサービス部門の生産が第ｊ物財部門への最終需要の内，消費需要に
　Ｘ．ｉ

　　　　　　依存する割合
ｔｉ１Ｆ．Ｃ１

　　　　　 ・第ｉサービス部門の生産が第１サービス部門への最終需要の内，消費需
　Ｘ ．ｉ

　　　　　　要に依存する割合

以下，投資需要，輸出需要についても同様である 。

２． 産出変動の要因分析

　次に，物財部門とサービス部門の産出の変動を最終需要面の変化によるものだけでな

く， 技術変化を反映する各乗数の変化もみるため産出変動の要因分析を行なう 。この計

測は長沢（１９９０）でも行なわれているが，１と同様，項目別最終需要を用いていること

が我々の計測の特徴である 。

　まず，（３）式からＸｐの変動」Ｘｐを求めると次のようになる。比較年の値をＸ
ｐ１

と

表わすことにする 。

　」Ｘｐ＝Ｘ
ｐ１ Ｘｐ

　　　＝Ｂ１（ＦｐＣ１＋ＦｐＩ１＋ＦｐＥ１）十Ｑ１（ＦｓＣ１＋ＦｓＩ１＋ＦｓＥ
１）

　　　　一Ｂ（ＦｐＣ＋ＦｐＩ＋ＦｐＥ）一Ｑ（ＦｓＣ＋ＦｓＩ＋ＦｓＥ）

　　　＝（Ｂ＋」Ｂ）（Ｆｐ＋」ＦｐＣ＋」ＦｐＩ＋」ＦｐＥ）

　　　　十（Ｑ＋」Ｑ）（Ｆｓ＋」ＦｓＣ＋凶ＦｓＩ＋」ＦｓＥ）一ＢＦｐ－ＱＦｓ　　　　　　……　（７）

　また，（５）式から」Ｘ。を求めると次のようになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９１０）
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　」Ｘｓ＝Ｘ
ｓ１

Ｘｓ＝Ｒ１（ＦｐＣ１＋ＦｐＩ１＋ＦｐＥ１）十丁１（ＦｓＣ１＋ＦｓＩ１＋ＦｓＥ
１）

　　　　一Ｒ（ＦｐＣ＋ＦｐＩ＋ＦｐＥ）一丁（ＦｓＣ＋ＦｓＩ＋ＦｓＥ）

　　　＝（Ｒ＋」Ｒ）（Ｆｐ＋」ＦｐＣ＋」ＦｐＩ＋」ＦｐＥ）

　　　　十（丁十」Ｔ）（Ｆｓ＋」ＦｓＣ＋凶ＦｓＩ＋」ＦｓＥ）一ＲＦｐ－ＴＦｓ　　　　　　　　……（８）

　（７），（８）式で」についての二次以上の交絡項をＵ，Ｖと整理して ，

　」Ｘ。＝Ｂ」Ｆ．Ｃ＋Ｂ」Ｆ．Ｉ＋Ｂ」Ｆ．Ｅ＋」ＢＦｐ＋Ｑ」Ｆ．Ｃ＋Ｑ」Ｆ．Ｉ

　　　　　＋Ｑ」ＦｓＥ＋凶ＱＦｓ＋Ｕ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……　（９）

　」Ｘｓ＝Ｒ」ＦｐＣ＋Ｒ」ＦｐＩ＋Ｒ」ＦｐＥ＋」ＲＦｐ＋Ｔ」ＦｓＣ＋Ｔ」ＦｓＩ

　　　　＋Ｔ」ＦｓＥ＋」ＴＦｓ＋Ｖ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……（１０）

　ここでＵ，Ｖは計算の時は残差として扱う 。（９）から ，Ｘ。の変動を，内部乗数と

サービス部門迂回乗数の和（Ｂ），サービス部門乗数（Ｑ），物財消費需要（Ｆ．Ｃ），物財

投資需要（Ｆ
．Ｉ）

，物財輸出需要（Ｆ．Ｅ），サービス財消費需要（ＦｓＣ），サービス財投資

需要（ＦｓＩ），サービス財輸出需要（ＦｓＥ）の各要因の変動に分解して説明することがで

きる 。

　（１０）式に関しても同様に，Ｘｓの変動は，内部乗数と物財部門迂回乗数の和（Ｒ） ，

物財部門乗数（Ｔ），物財消費需要（Ｆ．Ｃ），物財投資需要（Ｆ．Ｉ），物財輸出需要（Ｆ．Ｅ） ，

サービス財消費需要（Ｆ．Ｃ），サービス財投資需要（Ｆ
．Ｉ）

，サービス財輸出需要（Ｆ．Ｅ）

の各要因の変動に分解して説明することができる 。

第三節　計測結果

１． 生産の需要別依存度

　図１－１をみると物財部門の生産は各年度を通じて物財部門に対する最終需要に依存

していることが分かる。金属製品，一般機械，電気機械等は物財部門に対する最終需要

への依存度が高く ，約８０％から９０％の依存度を占めている。その中でもこれらの産業は

物財部門に対する投資需要への依存度が高く ，６０％以上である。表１－１と表１－ ２から

１９７５－８５年の生産の需要別依存度の変化をみると一般機械，電気機械，輸送機械等加工

組立型産業の生産は物財部門に対する輸出需要に依存する割合が高まっ ている。これは

１９８５年のプラザ合意以前は円安 ・ドル高であ ったため資本財輸出が拡大する傾向にあ っ

たことを表わしている。しかし，表１－ ３から１９８５－８９年をみるとこれらの産業の生産が

（９１１）
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図１－１　生産の需要別依存度（物財部門）
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　　　　　　図１－２　生産の需要別依存度（サービス部門）
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１２８ 　　　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

表１－１　生産の需要別依存度の変化（１９７５－８０）

Ｂ． ＦＰＣ Ｂ． ＦＰＩ Ｂ－ ＦｐＥ Ｑ． ＦｓＣ ＱＦ
ｓＩ Ｑ． ＦｓＥ

農林水産業
２． ８ 一４ ．９ ０． ４ ２． ３ 一０ ．２ 一０ ．３

鉱　　　業
一０ ．９ Ｏ． ７ 一１ ．９ １． ９ ０．４ 一０ ．３

食　料　品
一１ ．１ 一０ ．４ ０． ２ １． ５ 一０ ．１ 一０ ．１

繊維製品
Ｏ 一１ ．１ 一０ ．６ １．４ ０． ４ Ｏ

パルプ ・紙 ・木製晶 一１ ．９ 一０ ．７ ０． ９ １． ７ ０． １ 一〇 ．１

化学製品
一１ ．７ ０． ３ 一３ ．６ ４． ５ ０． ６ ０

石油 ・石炭製品
０． ７ 一２ ．９ 一２ ．２ ３． ７ ０． ７ ０

窯業 ・土石製品 １ 一４ ．５ ２． ７ ０． ７ ０． ２ 一０ ．１

鉄　　　鋼
０． ７ ０． １ 一２ ．８ ０． ９ １ ０． １

非鉄金属
一１ 一５ ．３ ６． ６ 一０ ．４ ０． ３ 一０ ．２

金属製品
一０ ．７ 一〇 ．９ １． ４ 一０ ．２ ０． ３ ０

一般機械
Ｏ 一５ ．６ ５． １ Ｏ． ５ Ｏ． ２ 一〇 ．１

電気機械
一１ ．７ 一５ ．８ ７ ０．４ Ｏ． ２ 一〇 ．１

輸送機械
一１ ．５ ２ ２． １ 一１ ．６ 一０ ．４ 一０ ．７

精密機械
一３ ．２ ０． ２ ３． ５ 一０ ．７ ０． ２ ０

その他の製造工業製品 一３ ．６ Ｏ．４ ２． １ １．４ ０ 一０ ．２

建　　　設
０． １ 一０ ．４ ０． １ ０． ２ ０ ０

電力 ・ガス ・熱供給 一１ ．６ 一１ ．６ 一〇 ．５ ２． ９ Ｏ． ６ ０． １

水道 ・廃棄物処理 一９ ０． ８ Ｏ． ５ ６． ７ ０． ６ ０．４

Ｒ． ＦｐＣ ＲＦ
ｐＩ Ｒ． ＦｐＥ Ｔ． ＦｓＣ ＴＦ

ｓＩ Ｔ． ＦｓＥ

商　　　業
一０ ．３ ０． ６ Ｏ． ７ 一１ ．５ 一０ ．２ ０． ７

金融 ・保険 一１ ．３ 一１ ．２ 一０ ．２ ０． ３ １ １． ４

不　動　産
一０ ．４ 一０ ．３ ０ ０． ５ ０． ２ ０． １

運　　　輸
Ｏ． ５ ０． １ Ｏ． ７ 一０ ．６ 一０ ．２ 一０ ．５

通信 ・放送
一１ 一１ ．６ 一０ ．１ ２． １ ０． ４ ０． ２

公　　　務
一０ ．２ 一０ ．３ 一０ ．１ ０． ８ Ｏ 一０ ．２

教育 ・研究・医療・保健 ０． ２ ０． ８ ０． ５ 一１ ．６ Ｏ． １ ０． １

サービス業
一０ ．４ ０． ９ ０． ３ 一１ ０． ２ ０

事務用品
一１ ．２ 一１ ．５ １． ３ ２ 一０ ．３ 一０ ．３

分類不明
一０ ．２ 一３ ．８ １． ３ 一０ ．８ ７． ６ 一４ ．１

物財部門に対する輸出需要に依存する割合は減り従来のように投資需要に依存する割合

が高まっ ている。これはプラザ合意以降の政府による内需拡大政策がとられたためであ

る。 物財部門ではこの他に，消費財産業である農林水産 ・食料品 ・繊維製晶が各年度を

通じて物財部門に対する消費需要に依存しており ，また装置型産業である水道　廃棄物

処理も物財部門に対する消費需要に依存する割合が高い。これらの産業の物財部門に対

する消費需要への依存度は７０％から８０％またはそれ以上である。表１－１をみると

１９７５－８０年にかけてはこれらの産業の物財部門への消費需要に対する依存度が低下し ，

（９１４）



　経済のサービス化の要因分析（五十嵐）

表１－２　生産の需要別依存度の変化（１９８０ －８５）

１２９

Ｂ． ＦｐＣ Ｂ－ ＦｐＩ ＲＦｐＥ Ｑ． ＦｓＣ ＱＦ
ｓＩ Ｑ． ＦｓＥ

農林水産業
一２ ．５ ２ 一〇 ．３ Ｏ． ７ 一〇 ．２ Ｏ． ３

鉱　　　　業 一〇 ．１ 一１ ．４ １． ２ １． ３ 一１ ．１ Ｏ． １

食　　料　　品 一２ ．７ Ｏ． ９ 一〇 ．２ １． ９ 一０ ．１ Ｏ． ３

繊　維　製　品
２． ９ 一１ ．２ 一１ ．３ Ｏ． ５ 一〇 ．９ ０

パルプ ・紙 ・木製晶 Ｏ． ７ 一５ ．２ １． １ ３． ５ 一〇 ．５ Ｏ． ５

化　学　製　品 一３ ．６ 一１ ．９ Ｏ． ７ ５． ７ 一１ Ｏ

石油 ・石炭製品 一１ ．４ 一〇 ．５ Ｏ． ３ ２． ２ 一１ ０． ４

窯業 ・土石製品
２． １ 一４ ．９ ２． ８ Ｏ． ６ 一〇 ．６ Ｏ

鉄　　　　鋼 一〇 ．９ ２ １． ９ 一〇 ．９ 一１ ．６ 一〇 ．４

非　鉄　金　属
１． ７ 一３ ．１ ２． ３ Ｏ． ２ 一１ 一〇 ．１

金　属　製　品
Ｏ． ８ 一２ ．４ Ｏ． ８ １． ４ 一〇 ．６ Ｏ

一　般　機　械 一１ ．６ ２． １ Ｏ． ７ 一〇 ．４ 一０ ．７ 一〇 ．２

電　気　機　械 一０ ．８ 一４ ６ 一〇 ．７ 一０ ．５ 一０ ．１

輸　送　機　械
Ｏ． ４ 一７ ．３ ８． ９ 一１ ．６ 一０ ．３ 一〇 ．１

精　密　機　械 一２ ．３ １． ８ Ｏ． ９ Ｏ． ２ 一〇 ．５ 一〇 ．１

その他の製造工業製品 一５ 一〇 ．２ １． ９ ３． ５ 一〇 ．５ Ｏ． ３

建　　　　設
Ｏ． ２ 一１ ．３ Ｏ． ２ Ｏ． ９ Ｏ Ｏ． １

電力 ・ガス ・熱供給 ４． ３ 一３ Ｏ． ４ 一〇 ．６ 一１ ．１ 一〇 ．１

水道 ・廃棄物処理 ０ 一〇 ．８ Ｏ． ５ Ｏ． ９ 一〇 ．６ 一〇 ．１

Ｒ． ＦｐＣ Ｒ． ＦｐＩ Ｒ． ＦｐＥ Ｔ． ＦｓＣ Ｔ． ＦｓＩ Ｔ． ＦｓＥ

商　　　　業 一〇 ．３ 一３ ．８ Ｏ． ２ ２． ６ Ｏ １． ３

金融 ・保険 一１ ．５ 一１ ．１ Ｏ． ６ ３． ８ 一１ ．２ 一０ ．６

不　　動　　産
Ｏ． １ 一〇 ．３ Ｏ． ３ 一〇 ．１ 一〇 ．２ Ｏ． １

運　　　　　輸
Ｏ． １ ２． １ １． ８ 一３ ．６ 一〇 ．３ Ｏ

通信 ・放送 一２ ．１ 一３ ．５ 一１ ．１ ７． ２ 一〇 ．９ Ｏ． ５

公　　　　務 Ｏ Ｏ． ２ Ｏ． １ 一〇 ．１ 一〇 ．４ ０． ２

教育 ・研究 ・医療 ・保健 Ｏ． ４ Ｏ． ３ Ｏ． ９ 一１ ．７ 一〇 ．２ Ｏ． １

サービス業
Ｏ 一〇 ．８ Ｏ． ２ Ｏ． １ 一〇 ．３ Ｏ． ８

事　務　用　品 一３ ．４ 一８ ．６ 一３ ．９ １５ ．１ ０． １ ０． ７

分　類　不　明 一〇 ．４ １０ ．８ ４． ８ ０． ６ 一２２ ．８ ７

かわ ってサービス部門に対する消費需要への依存を高めている。この傾向はパルプ ・紙

・木製品，化学製品等でもみられる。このことは近年の医療費増大が，化学製品である

医薬品の需要を高めていることやコンビニエンス ・ストアー等小売業への需要が高まる

につれて包装容器である化学製品の需要が高まるといっ たことと関連があると思われる 。

　物財部門では一般機械，電気機械，輸送機械等の加工組立型産業は自部門に対する投

資需要や輸出需要により生産を高めているが，素材型産業であるパルプ ・紙 ・木製晶 ，

化学製品等はサービス部門に対する消費需要が増えることによる生産波及が高まっ てい

（９１５）



１３０ 　　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

表１－３　生産の需要別依存度の変化（１９８５－ ８９）

ＲＦＰＣ Ｂ． ＦＰＩ Ｂ． ＦｐＥ ＱＦｓＣ ＱＦ
ｓＩ Ｑ． ＦｓＥ

農林水産業
１． ４ Ｏ 一〇 ．９ 一０ ．３ Ｏ Ｏ

鉱　　　業
一０ ．７ ４． ５ 一３ ．５ ０． １ 一０ ．１ 一０ ．３

食　料　晶
０． ８ 一０ ．１ 一０ ．４ 一０ ．３ ０ ０

繊維製晶
３． ９ １． ３ 一５ ．２ ０． １ ０ 一０ ．１

パルプ ・紙 ・木製品 一１ ３ 一２ ．４ Ｏ． ６ 一〇 ．１ 一〇 ．１

化学製品
一〇 ．４ １． ９ 一２ ．５ １． １ Ｏ 一０ ．１

石油 ・石炭製品 一１ ２． ８ 一２ Ｏ． ５ 一〇 ．１ 一〇 ．３

窯業 ・土石製品
０． ８ ２． ９ 一３ ．７ Ｏ ０ ０

鉄　　　鋼
１ １０ ．２ １１ ．９ Ｏ． ６ ０ ０

非鉄金属
Ｏ． ６ ７． ７ 一８ 一〇 ．２ Ｏ 一０ ．１

金属製品
一０ ．３ ５． ２ 一５ ０． ２ ０ 一０ ．１

一般機械
０ ５． ５ 一５ ．６ Ｏ． １ ０ ０

電気機械
一〇 ．７ ５．４ 一４ ．９ ０． ２ ０ ０

輸送機械
４． ８ ８． ４ １２ ．４ 一０ ．６ ０ 一〇 ．２

精密機械
１． ４ １． ５ 一２ ．７ Ｏ 一０ ．１ 一〇 ．１

その他の製造工業製品 ２． ２ ２． ３ 一４ ．１ 一０ ．２ ０ 一〇 ．１

建　　　設
一０ ．１ ０ 一〇 ．２ ０． ２ ０ ０

電力 ・ガス ・熱供給 一０ ．９ ２． ７ 一２ ．８ １． １ ０ 一０ ．１

水道 ・廃棄物処理
Ｏ． ６ １． ２ 一１ ．２ 一０ ．４ ０ 一〇 ．１

Ｒ． ＦｐＣ Ｒ． ＦｐＩ Ｒ． ＦｐＥ Ｔ． ＦｓＣ Ｔ． ＦｓＩ Ｔ． ＦｓＥ

商　　　業
一０ ．４ １． ６ 一１ ．２ １． ６ 一〇 ．７ 一〇 ．９

金融 ・保険 一０ ．６ ２． ８ 一２ ０． １ 一〇 ．１ 一０ ．１

不　動　産
０ ０． ７ 一０ ．４ 一〇 ．１ 一０ ．１ 一０ ．１

運　　　輸
一０ ．６ ２． ７ 一１ ．８ ０． ５ ０． ３ 一１ ．２

通信 ・放送
一〇 ．１ １． ７ 一〇 ．９ 一０ ．９ ０ ０． ２

公　　　務
一０ ．２ 一０ ．３ 一０ ．２ Ｏ． ８ ０ 一０ ．１

教育 ・研究・医療・保健 ０． ３ １． ２ 一０ ．２ 一１ ．２ Ｏ ０

サービス業
０． ２ ２． ２ 一０ ．５ 一１ ．９ ０ ０

事務用品
一０ ．８ ２． ３ 一２ ．２ １． ３ 一０ ．２ 一〇 ．３

分類不明
一１ ．８ １． ７ 一３ ．９ 一０ ．８ 一０ ．１ ４． ９

資料総務庁「昭和５０－５５－６０年接続産業連関表」 （１９８０年実質値により計算）

通産省ｒ昭和６４年産業連関表（延長表）」

る。

次に，サービス部門の生産の需要別依存度についてみる。図１－２をみると消費のサ

ービス化によりサービス部門の生産は全体的にサービス部門に対する消費需要に依存す

る割合が大きいことが分かる。不動産，教育も９０％前後，狭義のサービス業は８０％以上

を占めている。５０％以上を占めている部門は，商業，金融 ・保険，運輸，通信 ・放送で ，

４０％前後は事務用品である 。運輸は１９８５－８９年にかけてサービス部門に対する消費需要

　　　　　　　　　　　　（９１６）



　　　　　　　　　　　経済のサービス化の要因分析（五十嵐）　　　　　　　　１３１

に依存する割合が低下し，かわ って物財部門に対する投資需要に依存する割合が高まっ

ている。この傾向は，教育 ・研究 ・医療 ・保健，狭義のサービス業についてもみられる 。

これは近年のサービス部門を中心とする情報化投資に備えて物財部門での研究開発投資

等が増えていることを表わしていると考えられる 。

　また，１９８５年まで物財部門において資本財輸出が増大しているようにサービス部門に

おいても１９８０年と１９８５年には狭義のサービス業の生産がサービス部門に対する輸出需要

に誘発される割合が高まっ ている。具体的には１９８５年まではドル高であ ったため海外か

らの旅行者が多かったということを表わしていると考えられる。しかし，表１－３をみ

ると１９８５－８９年にはサービス部門の輸出需要に対する依存度の変化はマイナスである 。

これは１９８５年以降の円高により海外旅行をする人が急激に増えたためでありサ ービス貿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
易のうちサービス輸入が高まっ てきていることを表わしている 。

２． 需要別変動要因の分析

　表２ －１ ，表２－２ ，表２ －３から物財部門では，ほぼ全産業を通じて物財部門に対す

る最終需要の変化の寄与率が大きいことがわかる。その中でも重化学工業の生産は，そ

の傾向が高く物財部門に対する投資需要 ・輸出需要の変化により説明される割合が大き

い。

　表２－１ ，表２－２をみると１９７５－８５年にかけては，非鉄金属や機械関係を中心に物財

部門に対する輸出需要の変動により説明される割合が高かったが，表２－ ３から１９８５年

以降は再びこれらの産業の生産の変動は物財部門に対する投資需要の変化により説明さ

れる割合が高まっ ている 。このことは１９７５－８５年には石油危機後，企業が更新投資や高

エネルギー価格上昇に対応するため省エネルギー投資，自動車，電気機械等の生産拡大

のための投資を行うと共に自動車，電気機械等の資本財輸出を盛んに行なっ ていたこと
　　　　　　６）
に起因している。しかし，１９８５年のプラザ合意以降は内需拡大型の経済政策がとられ機

械関係等への投資需要を高めている。農林水産，食料品等の消費財産業や繊維製品，石

油・ 石炭製品等は，物財部門に対する消費需要の変化により説明されるが，消費のサ ー

ビス化の進展と共にサービス部門に対する消費需要への寄与率が高まっ ている 。

　サービス部門は全体的に，サービス部門に対する最終需要の変化分の寄与率が大きい 。

特に，不動産，教育 ・研究 ・医療 ・保健はサービス部門に対する消費需要の変化の寄与

率が大きい。次に，サービス部門に対する消費需要の変化の寄与率が大きい業種は，商

業， 運輸，通信 ・放送，狭義のサービス業である。事務用晶，運輸，通信 ・放送は物財

（９１７）



１３２ 　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

表２－１　需要別変動要因の分析（１９７５ －８０）

」ＢＦｐ Ｂ」Ｆ
ＰＣ Ｂ」ＦＰＩ ＢカＦ．Ｅ ムＱＦｓ Ｑ」Ｆ

ｓＣ ＱムＦｓＩ Ｑ」ＦｓＥ Ｖ

農林水産業
一１００７ １３７５ 一５３６ １７７ ．３ 一１７２ ４４８ ．１ ５８ ．２ 一７ ．３ 一２３６

鉱　　　　業 一８ ．４ ２３ ．４ ３７ ．５ １９ ．９ ５ ２５ ４ １ 一７ ．４

食　　料　　品 ７ ７１ ．４ 一１ ．６ ４． ２ ２． ９ １４ ．４ １． １ 一０ ．１
０． ６

繊維　製　品
一１４８ １６１ ．４ １２ ２４ ．１ ７． ３ ４９ １５ ．５ 一１ ．３ 一２０ ．２

パルプ ・紙 ・木製品 一１４ ．３ １３ ．３ ５６ ．６ ２１ ．６ １ ２５ ．８ ３． ５ ０． ６ 一８ ．１

化学製品
９． ３ ２５ ．４ １１ ．１ １３ ．９ １６ １７ ．４ １． １ Ｏ ５． ８

石油 ・石炭製品 一２４５ １３３ ．３ ５６ ．５ ６４ ．６ 一１６ ．５ １５２ ．９ １７ ．４ ９． ５ 一７２ ．４

窯業 ・土石製品 一２４ ．４ １３ ．３ ６９ ．７ ３１ ．６ 一１ ．１ １３ ．８ ２． ５ 一０ ．２ 一５
．３

鉄　　　　鋼
３．４ ９． ６ ３０ ．４ ４３ ．５ ８． １ ５． ８ ２． １ 一〇 ．２ 一２

．７

非鉄金属
一２０ ．７ １７ ．８ ４６ ．１ ６２ ．７ １． ３ ５． ２ １． ３ 一０ ．１ 一１３

．６

金　属　製　品
３２ ．３ ８． ３ ２７ ．８ １９ ．１ ２． ３ ５． ２ Ｏ． ７ ０． ２ ４． １

一般機械
１３ ．８ ２． ５ ３７ ．８ ３８ ３． ３ ２ Ｏ． ７ 一〇 ．１ ２

電　気機　械
１１ １０ ．６ ３２ ．９ ３５ ．７ ３． ６ ０． ９ ０． ２ ０ ５． ２

輸送機械
１２ ．８ １１ ．６ ２９ ．５ ３４ ．１ 一０ ．６ ５． ５ １． １ ０．４ ５． ５

精密機械
１． ７ １７ ．５ ２９ ．２ ４３ ．２ ４． ３ ２． １ ０． ２ ０． １ １． ８

その他の製造工業製品 ３． ７ ２５ ．６ １７ ．１ ２３ ．８ ４． ８ ２２ ．２ ２ ０． ２ Ｏ． ７

建　　　設
Ｏ． １ １． ２ ９０ １． ５ 一４ ．４ １２ ．５ ０．４ ０． ３ 一１ ．５

電力 ・ガス ・熱供給 一８ ．８ ３０ ．５ ２０ ．４ １９ ．８ １３ ．８ ２４ １． ８ ０． ８ 一２ ．２

水道 ・廃棄物処理
１２ ．１ ３０ ．３ ４． ２ ３． ７ ２７ ．４ １３ ０． ５ Ｏ． ２ ８． ６

商　　　業
８ ５． ３ １０ ．１ ８ ７． ７ ４３ ．８ ８． ９ ６． ３ １． ９

金融 ・保険
一３７７８ １０１０ １６１９ １５０７ 一２０８２ ２７１５ ２６８ ．９ ５７４ ．７ 一１７３６

不　動　産
一〇 ．８ １． ７ ３． ２ ２． ６ ５． ７ ８５ ．８ ０． ８ Ｏ． ６ ０． ５

運　　　　輸 ４ ８． ６ １４ ．６ １１ ．２ 一０ ．５ ４８ ．１ ２． １ １３ ．１ 一１ ．３

通信 ・放送
一８ ．９ ７ １４ ．１ １２ ．５ １５ ．４ ５７ ．３ ２．４ １． ６ 一１ ．５

公　　　　務 一３ ０． ４ ０． ６ ０． ６ 一２ ．９ １０４ ．６ １． ６ 一０ ．４ 一１ ．５

教育 ・研究・医療・保健
４． ８ １ ２． １ ２． １ ２． ９ ８５ ．５ ０． ２ ０ １． ４

サービス業
５． ５ ３．４ ６． ８ ５． ９ １２ ．９ ６２ ．１ １ Ｏ． ４ ２

事務用　晶
一１ ．６ １１ ．７ ２４ ．２ ２３ ．４ １２ ．４ ２７ ．１ ３． ３ １． ２ 一１

．６

分類不明
一２９ ．６ １５ ．４ ２４ ．５ ２１ ．９ 一５ ．１ ３５ ６２ ．１ 一１６ 一８ ．２

部門の最終需要の寄与率も大きい。このことからサービス部門では消費のサービス化の

影響により最終需要に占める消費支出が増大していることが分かる 。

次に，投入産出の技術的連関の変化を表す各乗数の変化をみる。表２
－１から１９７５－８０

年の石油 ・石炭製品の物財部門の投入係数の変化をみるとマイナスを示している部門が

多い。このことは第一次石油危機後のエネルギー価格上昇に対応するため省エネルギー

対策がとられていたことを表している。表２ －２から１９８０－８５年にはエネルギー価格がし

だいに安定してきたことから投入係数の変化がプラスに転じている部門が多くなる。し

かし，表２ －３から１９８５－８９年になると再び投入係数の変化はマイナスである。これは

　　　　　　　　　　　　（９１８）



経済のサービス化の要因分析（五十嵐） １３３

表２－２　需要別変動要因の分析（１９８０－８５）

」ＢＦＰ Ｂ」ＦｐＣ Ｂ」Ｆ
ｐＩ Ｂ」ＦｐＥ 」ＱＦｓ Ｑ」ＦｓＣ Ｑ」Ｆ

ｓＩ Ｑ」ＦｓＥ Ｖ

農林水産業
一１３ ．７ １５ ６８ ．５ ７． ５ 一１５ ．４ ５３ ．５ 一３ ．６ ３． ４ 一１５ ．３

鉱　　　　業
１０６ ．４ 一１７ ．４ 一１３ ．３ 一１９ ．６ ３７ ．５ 一１９ ．８ ５ 一２ ．６ ２３ ．７

食　　料　　品
２３ ．６ ４３ ．４ ６． ２ Ｏ． ３ １Ｏ ．５ １４ ．２ 一〇 ．９ Ｏ． ９ １． ８

繊　維　製　品
２３０ ．１ 一１９４ 一１１５ ７４ ユ２６ ．５ 一１３２ ８１ ．４ 一１８ ４６ ．５

パルプ ・紙 ・木製品 一３２５ ６５ ．２ １５７ ．２ １３５ ２． ７ １４５ ．６ 一２１ ．４ １３ ．１ 一７２

化　学　製　品 一８ ．１ ２５ ．４ ７． ４ ２８ ．８ ２３ ．５ ２１ ．４ 一３ ．７ １ ４． ３

石油 ・石炭製品 ２３２ 一５４ ．９ 一６４ ．４ 一７２ ．２ ７５ 一９１ ．２ １８ ．６ 一１２ ．４ ６９ ．５

窯業 ・土石製品 ３２３ ．７ 一９０ ．１ 一７９ ．７ 一９７ ．９ ４６ ．２ 一４６ ．５ １７ ．６ 一４ ．５ ３１ ．３

鉄　　　　鋼
一３７５ ７８ ．６ ３９５ ．７ ３５４ ．８ 一１６５ ５７ ．２ 一７６ ．５ １２ ．７ 一１８２

非　鉄　金　属 一１２９９ ４３６ ．７ ７５５ ．８ １０５４ 一１３８ １１５ ．８ 一７８ ．９ ユ６ ．３ 一７６３

金　属　製　品 ９ ユＯ ２０ ．５ ３１ ．４ Ｏ ２５ ．３ 一１０ ．２ ３． ２ １０ ．８

一　般　機　械 一１０ ．５ ２ ７５ ．４ ３７ ．５ 一１ ．４ ２． ５ 一１ ．７ Ｏ． ３ 一４

電　気　機　械
９． ５ １０ ．９ ３１ ．９ ３９ １． ７ Ｏ． ９ 一〇 ．５ Ｏ． １ ６． ５

輸送　機　械
２７ １５ ．５ 一１２ ．２ ６１ ．８ 一１ ．６ ５ 一０ ．７ Ｏ． ９ ４． ４

精　密　機　械 一９ ．７ １０ ．６ ４７ ．４ ５０ ．９ 一１ ．２ ７． ６ 一２ ．１ Ｏ． ７ 一４ ．１

その他の製造工業製品 １５ ．１ ４． ５ １５ ．２ ２６ ．５ １９ ．１ ２０ ．２ 一２ ．１ １． ２ Ｏ． ２

建　　　　設
５． ３ ３． ６ ５６ ．８ ４． ８ ８． ８ ２０ 一〇 ．８ １． ２ Ｏ． ３

電力 ・ガス ・熱供給 一５２ ．４ ８９ ．４ ２７ ３４ ．４ 一２４ ．２ ４３ ．４ 一７ ．２ ３． ９ 一１４ ．３

水道 ・廃棄物処理 ５． ８ ５０ ．８ ５． １ ６ １ユ １８ ．５ 一２ １． ２ ３． ６

商　　　　業 一４５ ．３ ８． ７ １７ ．１ １９ ．５ 一３５ ．９ １１７ ．５ １０ ．８ ２０ ．７ 一１３ ．１

金融 ・保険
１６ ４． ２ ５． ５ ６． ９ １５ ．８ ４４ ．２ 一１ ．５ １． ６ ７． ２

不　　動　　産 一２ ．５ ２． ６ ４． ５ ５． ５ ４． ２ ８３ ．６ 一０ ．９ ２． ４ Ｏ． ７

運　　　　輸
２４ ．６ ９． ７ １４ ．９ １７ ．４ 一５ ２２ ．２ 一１ ．１ １６ ．６ Ｏ． ７

通信 ・放送 一７ ．１ ３． ３ ６．４ ７． ８ １５ ．４ ７６ ．８ 一１ ．１ ２． ３ 一３ ．９

公　　　　務
２． ３ Ｏ． ３ Ｏ． ６ Ｏ． ７ ３． ９ ９７ ．５ 一３ ．４ Ｏ． ４ 一２ ．２

教育 ・研究・医療 ・保健 ５． ５ １． ２ ２． ８ ３． ５ ２． ５ ８１ ．５ 一〇 ．５ Ｏ． ８ ２． ７

サービス業
３． ３ ２． ６ ５ ５． ８ １７ ．８ ６０ ．８ 一１ ３． ９ １． ７

事　務　用　品 一１４ ．９ ６． ５ １４ ．１ １６ ．５ ５９ ．５ １９ ．８ 一１ １． ５ 一２

分　類　不　明
３４ 一６ 一１１ 一１３ ．４ ３４ ．３ 一１５ ．２ ６７ ．２ 一７ ．６ １７ ．７

１９８５年のプラザ合意の後の円高により ，日本企業の海外進出が盛んになり現地生産が拡

大した影響等で軽工業製品等の製品輸入が伸ひ，中間需要としての石油　石炭等の原燃

料輸入が低下したためである 。１９７５－８５年にはパルプ ・紙 ・木製品，化学製品，電気 ・

ガス ・熱供給等は内部乗数の変化がマイナスに作用し，サービス部門の乗数がプラスで

あり ，これらの産業は物財部門内部での波及効果は減少したが，サービス部門からの波

及効果が高くなっ たことを示している 。

　サービス部門では，ほとんどの業種の内部乗数の変化がプラスに作用している。特に ，

狭義のサービス業，不動産業，通信 ・放送，教育 ・研究 ・医療 ・保健でこの傾向が強い 。

（９１９）



１３４ 　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

表２－３　需要別変動要因の分析（１９８５－８９）

」ＢＦｐ Ｂ」ＦｐＣ Ｂ」Ｆ
ｐＩ Ｂ凶ＦｐＥ 」ＱＦｓ Ｑ」ＦｓＣ Ｑ凶Ｆ

ｓＩ Ｑ」ＦｓＥ Ｖ

農林水産業
２４８ ．３ 一１６２ 一６２ ．８ １３ ．３ ７９ ．７ 一５７ ．９ 一０ ．９ 一６ ．２ ４８ ．１

鉱　　　　業
一８６９ ２８５ ．４ ８７８ ．４ ７． １ 一２１７ ２３０ ．８ １０ ．８ ３１ ．３ 一２５７

食　　料　　品 一７ ．６ ９８ ．２ ６． ７ 一３ ．１ 一１５ ．８ ２３ ．９ ０． ３ ２． ５ 一５ ．１

繊維製　品
一１５９ ２９３ ．６ ８９ ．７ 一１０７ 一２１ ．４ ２８ ．６ １． １ ５． ９ 一３１ ．８

パルプ ・紙 ・木製品 一２８ ．６ ２０ ．２ ９０ ．２ 一〇 ．４ ４． ９ ２０ ．８ ０． ８ １． ７ 一９ ．５

化学製品
一３ ．２ ３０ ．３ ２６ １３ ．３ １６ ．９ １５ ．２ ０． １ １． １ ０． ２

石油 ・石炭製品 一１４４ ６５ ．３ １５５ ．６ ２０ 一３８ ．８ ６７ ．７ ３． ５ ９． ２ 一３８ ．７

窯業 ・土石製品 一２７ ．３ ２０ ．１ １１０ ．８ 一３ ．９ １． ９ ６． ９ ０． ２ ０． ７ 一９ ．５

鉄　　　　鋼
５０４ ．４ 一８８ ．６ 一６８３ ２８４ ．３ １８ ．８ 一３２ 一１ ，３ 一６ ．９ １０４ ．５

非鉄金属
一２８ ．４ ２６ ．９ １０３ ３． ８ ０． １ ５． ２ ０． ２ １ 一１１ ．９

金属　製品
一１ ．６ ８． ６ ９２ ．６ 一７ ．５ ３． ８ ５． ２ ０． ２ ０． ５ 一１ ．８

一般機械
２． ８ ３． ５ ８２ ．４ ５． ７ ２． ６ １． ８ Ｏ Ｏ． ２ １

電気機械
３． ７ １１ ．４ ５７ ．８ ２２ ．６ ２． ８ ０． ９ ０ ０． ３ ０． ６

輸送機械
２６ ．６ ３８ ．８ ６０ ．７ 一３５ ．７ 一１ ．６ ６． ３ ０． ４ １． １ ３． ５

精密機械
一３３ ．１ ３９ ．１ ６３ ．６ ３１ ．８ 一２ ．９ ９． ２ Ｏ． ３ Ｏ． ６ 一８ ．７

その他の製造工業製品 一２ ．８ ４３ ３８ 一２ ．５ ８． ６ １６ ．６ ０． ４ １． ３ 一２ ．７

建　　　　設
０． １ ０． １ １８ ．１ ０ ０． ８ ０． ６ ０ Ｏ ８０ ．３

電力 ・ガス ・熱供給 一１ ．３ ４． ９ ６ 一〇 ．１ １． ４ ２． ７ Ｏ． １ ０． ３ ８６ ．２

水道 ・廃棄物処理 一７ ．６ １０ ．２ ８ ０． ２ 一５ ．７ ８． ２ ０． ２ ０．４ ８６ ．１

商　　　業
一３ ．４ ６． ８ ２１ ．５ 一〇 ．１ １． ５ ６８ ．８ ５． ６ ０． ５ 一１ ．２

金融 ・保険
１７ ．４ ４． ５ １３ ．９ ０． ３ ２５ ．９ ２７ ．５ ０． ５ ２ ７． ９

不　動　　産 一２ ．３ ２． ８ １０ ．２ Ｏ． ２ ３． ２ ８５ ０． ７ Ｏ． ８ 一０ ．７

運　　　　輸
一１ ．８ ８ ３０ ．８ 一０ ．５ ３． ２ ４５ ．４ ４． ６ １０ ．５ 一０ ．３

通信 ・放送
Ｏ． １ ５． ６ ２０ ．６ ０． ８ １１ ．９ ５４ ．５ １ ４．４ １． １

公　　　　務
一１１ ．６ Ｏ． ９ ３． ８ Ｏ． １ 一７ ．７ １１６ ．９ Ｏ ３． ５ 一５ ．９

教育 ・研究・医療・保健 ２ ３． ５ １２ １ ２． ３ ７８ ．９ ０． １ ０． ３ 一０ ．２

サービス業
４． ８ ４． ６ １７ ．７ ０． ７ １９ ．４ ４７ ．７ ０． ５ １． ３ ３． ３

事務用　品
１． ８ ９． ２ ２６ ．２ ０． ３ ２４ ．４ ３２ １． ３ １． ２ ３． ７

分類不明
一７ ．６ ９． ５ ４０ １． ３ ７． ２ １３ ０． ４ ３７ ．４ 一１ ．２

資料 ：総務庁ｒ昭和５０ －５５－６０年接続産業連関表」　　　　　　　　　　　　　　　 （１９８０年実質値により計算）

　通産省「昭和６４年産業連関表（延長表）」

このことは，これらの産業での内部連関が強まっ ていることを示している 。

第四節　おわりに

本論文では石油危機後の日本の産業構造がどのように変化してきたのかということと ，

経済のサービス化が各産業の生産に与える影響をみてきた。その結果以下のことが明ら

　　　　　　　　　　　（９２０）
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かになっ た。

　第１に，物財部門の中で一般機械，電気機械，輸送機械等の加工組立型産業は，石油

危機後技術進歩の発達と国際競争力の高まりを背景に資本財輸出を中心にその生産を伸

ばしたのは，１９８５年のプラザ合意以降政府の内需拡大政策による産業構造の変更に起因

している 。

　第２に，物財部門の中で石油 ・石炭製品，化学製品等の生産はサービス部門に対する

消費需要に誘発される割合が高まっ ていることである。これは近年の医療費増大が化学

製品である医薬品の需要を高めていること等と関連があると推測される 。

　第３に，サービス部門の生産は全体的にサービス部門に対する消費需要に依存する割

合が高いが，運輸，教育 ・研究 ・医療 ・保健は１９７５－８９年にかけてサービス部門に対す

る消費需要への依存度が低下し，物財部門に対する投資需要へ依存する割合が高まっ て

いる 。

　本論文では経済のサービス化を主な分析対象としてきたが，サービス化と同様情報化

も考慮されなければならないと思われる。サービス化と情報化は同一であると考えられ

ることが多いが，しかし出版 ・印刷等情報を伝達する産業は情報産業であ ってもサービ

ス産業ではない。したがってサービス産業，情報産業に分類して経済のサービス化 ・情

報化の分析を行なうことにより両産業の関連あるいはこれらの産業とその他の産業との

関係等が明確にすることができると思う 。情報産業を取り入れた分析は今後の課題とし

たい 。

＊本稿は修士論文の一部を改訂したものである。本稿の作成にあた っては，坂本和一 山田弥 ，

鈴木登，本田豊，長沢克重，稲田義久，二神孝一の各氏から有益な御助言を頂いた。ここに

記して感謝したい。勿論，ありうべき誤謬は筆者に帰せられるべきものである 。

１）五十嵐（１９９３）では物財部門内のサービス職種，情報職種に従事する人数比率を雇用マト

　リッ クスから求め，これを基に物財産業内情報部門（組織内情報部門），物財産業内サービ

　ス部門（組織内サービス部門）を産業連関表に内生化している 。

２）経済のソフト化に関連してソフト化率という概念がある。これは館（１９８３）において提唱

　されたもので非物的投入額／国内生産額に対応する 。

３）経済のサービス化については，中野 ・明石（ユ９９ユ），労働大臣官房政策調査部（１９８９），佐

　和（１９９０），上原（１９９２）を見よ 。

４）宮沢（１９６３）を参照 。

５）「ジェトロ白書 ・貿易編」（１９８９）を見よ 。国際収支統計の貿易外取引８項目の内，投資収

　益項目３項目およびその他公的サービス（軍事サ ービス，在外公館経費等が含まれる）を除

（９２１）



１３６　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第６号）

　　いたＯ貨物 ・運輸　その他運輸（旅客運賃など）　旅行（含む観光）＠その他民間サービス

　　の４項目を狭義のサービス貿易と定義する 。

　６）金子（１９８１）においても同様の結果がえられている 。
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